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研究成果の概要：パートナー間暴力に関する「知識」「態度」「行動」を高めるための暴力予防教

育プログラムを開発し、女子大学生を対象にプログラムを実施した介入群と実施していない対照

群のプログラム開始前、1 ヶ月後、3 ヶ月後の変化を測定した。その結果、介入群は対照群に比

べパートナー間暴力に関する「知識」「態度」で有意差が見られたことから、本教育プログラム

は、配偶者・パートナー間暴力に関する「知識」「態度」の向上に効果があることが示唆された。 
 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００５年度 600,000 0 600,000 

２００６年度 800,000 0 800,000 

２００７年度 800,000 240,000 1,040,000 

２００８年度 500,000 150,000 650,000 

  年度  

総 計 2,700,000 390,000 3,090,000 

 
 
研究分野：医歯薬学 
科研費の分科・細目：看護学・地域・老年看護学 
キーワード：看護学、暴力、予防、教育、プログラム 
 
１．研究開始当初の背景 

平成 11 年に総理府による「男女間における
暴力に関する調査」では、これまでに“夫か
ら命の危険を感じるくらいの暴行を受けたこ
とがある”と答えた女性は 4.6％と、男女間
の暴力が日常的に起こっていることを明らか
にした。平成 14 年の全国調査においても、配
偶者や恋人から“殴られる、蹴られる等の身
体的暴行を受けたことがある”と答えた女性
は 15.5％と、依然として配偶者や恋人間で暴
力が存在することを示している。 
 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護
に関する法律（以下、DV 防止法とする）が

制定され、配偶者暴力に関する相談・援助を
行うセンターが設置されたにもかかわらず、
DV 被害は依然として減少する兆しは見られ
ない。これは、わが国の DV 被害者に見られ
る特徴である当事者性の不在、すなわち被害
者であることの自覚を持つ人が少ないことが
原因の 1 つにあると考える。配偶者間暴力の
被害者は、自分が受けた行為が暴力であると
いう認識が低いため、配偶者間暴力被害の専
門相談機関に繋がりにくい現状がある。研究
者が実施した調査においても、配偶者から暴
力を受けた・行った行為を暴力だと思う者が
有意に少なかったという結果が得られた。こ
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のことから、暴力に関する知識や態度を高め
ることは、潜在化している配偶者・パートナ
ー間暴力を顕在化させ、さらに、暴力を行う
こと、また受けることも少なくできるのでは
ないかと考える。 
 パートナー間暴力に関する知識や態度を高
めるには、青年期の人々を対象とした暴力予
防教育が重要である。青年期は、家族以外の
異性と親しい関係を築いていく時期であり、
恋人とのデートはこの時期から始まるといわ
れている。米国の女子大学生を対象とした恋
人間暴力に関する先行研究では、恋人から身
体的暴力を受けた体験のある者の割合は 21
～41％であったと報告している。この結果は、
結婚前の恋人関係において、すでに暴力が存
在することを示している。青年期にある者を
対象に暴力予防教育を行うことは、恋人間暴
力の予防、ひいては将来の配偶者間暴力の予
防に繋がると考える。 
 
２．研究の目的 

青年期にある人々のパートナー間暴力に関
する「知識」「態度」「行動」を高めるための
教育プログラムを開発し、そのプログラムを
実施した介入群と、プログラムを実施してい
ない対照群のプログラム開始前、1 ヶ月後、3
ヶ月後の変化を測定し、介入後の結果を評価
することである。 
 
３．研究の方法 
(1)対象者 

介入群は A 大学 1,2 年次に在籍している女
子学生 114 人、対照群は B 大学 1,2 年次に在
籍している女子学生 90 人である。 
 
(2)調査方法 

介入群は1コマ90分の2コマからなる暴力
予防教育プログラムを、研究者が担当する講
義時間内に実施した。調査開始時、1ヶ月後、
3ヶ月後に、暴力に関する「知識」「態度」「行
動」の実態を自記式の質問紙を用い調査した。
対照群も介入群と同時期に同一の自記式質問
紙を用い調査した。 
 
(3)調査内容 
①暴力に関する知識 20 項目、②暴力に関す

る態度は【暴力全般に関する態度】12 項目、
【友人が暴力を受けている場合の対応】10 項
目、【友人が暴力を行っている場合の対応】10
項目、【あなた自身が恋人から暴力を受けてい
る場合の対応】10 項目、【あなた自身が恋人
から暴力を受けている場合の対応】7項目の
計 49 項目、③暴力に関する行動は【恋人から
受けた暴力】、【恋人に行った暴力】各 21 項目
であった。 
 
(4)分析方法 

介入群、対照群間の調査開始時点の比較は
Mann-Whitney 検定を、介入群、対照群各々の
１ヶ月後、3ヶ月後の経時的変化は Friedman
検定を行い、有意差が見られた項目について
は調査開始時点と 1ヶ月後、3ヶ月後間で
Mann-Whitney 検定を行った。有意水準は 5％
とした。 
 
４．研究成果 
(1)対象者の概況 
対象者は介入群 94人（有効回答率 88.7％）、

対照群 81 人（有効回答率 95.3％）であった。
調査開始時の介入群の年齢は平均 19.3（±
1.2）歳、対照群は 19.3（±0.8）歳、現在、
恋人がいると答えた者は、介入群 30 人
（31.9％）、対照群 36 人（44.4％）であり、
年齢、恋人の有無において、2 群間に有意差
はみられなかった。 
 
(2)調査開始時点の介入群、対照群間の比較 
①暴力に関する知識 
介入群、対照群間で暴力に関する知識 20 項

目の正解率で有意差がみられたのは 5 項目で
あった。「虐待されたのは、虐待の原因となる
行動や質問をしたからである」は介入群
87.2％、対照群 75.3％、「学歴の低い人は暴
力をふるいやすい」は介入群 89.4％、対照群
71.6％、「暴力を振るうことは暴力の被害者に
なる危険因子である」は介入群 56.4％、対照
群 72.8％、「パートナーを虐待する男性の多
くは、暴力のある家庭で育っている」は介入
群 72.3％、対照群 56.8％、「本当に虐待があ
るのなら、パートナーと別れることは簡単だ」
は介入群 85.1％、対照群 59.3％であった。 
 
②暴力に関する態度 
【暴力全般に関する態度】：12 項目中 2 群

間で、中央値に差がみられた項目は「10 代の
若者は怒りやすく、叩くことをやめられない
ときがある」(p<0.01)、「男性は経済的責任を、
女性は子どもを育て家事をする責任を負うべ
きである」(p<0.05)、「結婚生活で夫と妻が平
等な関係であることは、争いの原因となる」
(p<0.01)、「夫が妻を叩いたのなら、誰も干渉
する権利などない」(p<0.01)、「子ども自身が
直接虐待を受けていない限り、自身以外の家
族間での暴力を目撃したことによる影響はな
い」(p<0.01)であった。いずれの項目も、介
入群が対照群より態度が高かった。 
【友人が暴力を受けている場合の態度】：10

項目中、中央値に差が見られた項目は「友達
の話を聴く」(p<0.05)、「友達の話を信じる」
(p<0.01)、「友達の気持ちを理解しようとす
る」(p<0.001)であり、いずれも介入群が対照
群より態度が高かった。 
【友人が暴力を行っている場合の態度】：有

意差が見られた項目は、「個人の問題なので無



 

 

視する」(p<0.05)であり、介入群が対照群よ
り態度が高かった。 
【あなた自身が恋人に暴力を行っている場

合の態度】：10 項目中、有意差が見られた項
目は「友人、信頼している人に暴力を行った
ことを正直に話す」(p<0.05)であり、対照群
が介入群より態度が高かった。 
 
③暴力に関する行動 
 現在、恋人がいると答えた介入群 30 人、対
照群 35 人について、恋人から暴力を受けた／
行った体験について回答を得た。 
【恋人から受けた暴力体験】：「気が進まな

いのにセックス（性行為）を強要する」
(p<0.05)、「避妊に協力しない」(p<0.05)の項
目において、対照群が介入群よりも暴力を受
けた者が少なかった。 
 
(3)介入群における経時的変化  
①暴力に関する知識 
調査開始時点、1 ヶ月後、3 ヶ月後の 3 時点

間において有意差が見られた項目は、「パート
ナーを虐待するのは、相手をコントロールし
ようとしている時である」(p<0.001)、「虐待
されたのは、虐待の原因となる行動や質問を
したからである」(p<0.01)、「嫉妬はパートナ
ーへの愛情表現である」(p<0.001)、「アルコ
ール／薬物、精神疾患は、虐待の原因である」
(p<0.01)、「暴力を振るうことは、暴力の被害
者になる危険因子である」(p<0.001)、「男性
の中には、女性に暴力を振るう権利があると
信じている人がいる」(p<0.001)、「過去の暴
力は、未来の暴力を予測する」(p<0.05)、「本
当に虐待があるのなら、パートナーと別れる
ことは簡単だ」(p<0.05)、「虐待を受けている
人は、虐待を自分のせいにしている」
(p<0.001)であった。これらの項目について、
調査開始時点と 1 ヶ月後、3 ヶ月後間で
Mann-Whitney 検定を行った結果、「過去の暴
力は、未来の暴力を予測する」の項目は調査
開始時と 3 ヶ月後間で、それ以外の項目は、
調査開始時点と１ヶ月後、3 ヶ月後の両時点
間で有意差がみられた。 
 
②暴力に関する態度 
【暴力全般に関する態度】：3 時点間で有意

差がみられた項目は、「自己防衛を除けば、相
手を平手打ちしても良い理由などない」
(p<0.001)、「10 代の若者は怒りやすく、叩く
ことをやめられない時がある」(p<0.05)、「愛
している人を叩くのは、嫉妬のためであり問
題はない」(p<0.01)、「子ども自身が直接虐待
を受けていない限り、自身以外の家族間での
暴力を目撃したことによる影響はない」
(p<0.01)、「暴力は家族の私的な問題である」
(p<0.001)であった。これらの項目のうち、「自
己防衛を除けば、相手を平手打ちしても良い

理由などない」「愛している人を叩くのは、嫉
妬のためであり問題はない」「子ども自身が直
接虐待を受けていない限り、自身以外の家族
間での暴力を目撃したことによる影響はな
い」「暴力は、家族の私的な問題である」は調
査開始時と１ヶ月後、3ヶ月後の両時点間で、
「10 代の若者は怒りやすく、叩くことをやめ
られない時がある」は調査開始時と 3 ヶ月後
間で有意差がみられた。 
【友達が恋人から暴力を受けている場合の

対応】：有意差がみられた項目は、「暴力を受
けている友達を助けることができる」
(p<0.001)、「友達の話を聴く」(p<0.001)、「友
達の話を信じる」(p<0.001)、「友達を勇気付
ける」(p<0.05)、「信頼できる大人に話す」
(p<0.001)、「他の友達に話す」(p<0.001)、「相
談機関の連絡先を伝える」(p<0.001)、「友達
の暴力の戸惑いや恐怖を感じたら、あなた自
身もサポートを受ける」(p<0.001)、「個人の
問題なので無視する」(p<0.001)であった。こ
れらの項目のうち、調査開始時点と１ヶ月後、
3ヶ月後の両時点間で有意差がみられたのは、
「暴力を受けている友達を助けることができ
る」「友達の暴力に戸惑いや恐怖を感じたら、
あなた自身もサポートを受ける」であった。
調査開始時点と 1 ヶ月後間で有意差がみられ
たのは、「友達の話を聴く」「友達を勇気づけ
る」「信頼できる大人に話す」「他の友達に話
す」「個人の問題なので無視する」であり、調
査開始時点と 3 ヶ月後間で有意差がみられた
のは、「友達の話を信じる」「相談機関の連絡
先を伝える」であった。また、「友達の話を聴
く」「他の友達に話す」の項目は、介入 1ヶ月
後に態度が低下するが 3 ヶ月後には調査開始
時レベルまで回復していた。「友達の暴力に戸
惑いや恐怖を感じたら、あなた自身もサポー
トを受ける」「個人の問題なので無視する」の
項目は、介入 1 ヶ月後に態度が低下するが 3
ヶ月後には調査開始時レベル以上に向上して
いた。 
【友達が恋人に暴力を行っている場合の対

応】：10 項目中、「他の友達に話す」の項目以
外で有意差がみられた(p<0.001)。調査開始時
点と 1 ヶ月後、3 ヶ月後の両時点で有意差が
みられたのは、「暴力を行っている友達を助け
ることができる」「友達の話を聴く」「友達の
話を信じる」「友達を勇気付ける」であった。
調査開始時点と 3 ヶ月後間のみ有意差がみら
れたのは、「友達の気持ちを理解しようとす
る」「相談機関の連絡先を伝える」「友達の暴
力に戸惑いや恐怖を感じたら、あなた自身も
サポートを受ける」「個人の問題なので無視す
る」であった。 

【あなた自身が暴力を行っている場合の対
応】：有意差がみられた項目は、「自分が暴力
を行っていることを自覚する」(p<0.001)、「自
分の行動に責任を持つ」(p<0.05)、「相手を非



 

 

難することや相手の望まないことはしない」
(p<0.05)、「暴力は自分が選択した手段である
ことを思い出す」(p<0.001)、「暴力をやめる
のに誰かの助けが必要なことを認める」
(p<0.001)、「再び相手に暴力を行う前に、助
けを求める」(p<0.001)、「友人、信頼してい
る人に暴力を行ったことを正直に話す」
(p<0.001) 、「暴力について勉強する」
(p<0.001)、「カウンセラーやサポートグルー
プに連絡する」(p<0.001)であった。これらは
全て、調査開始時点と 3 ヶ月後間で有意差が
みられた。 

【あなた自身が暴力を受けている場合の対
応】：7 項目全てにおいて有意差がみられ、ま
たいずれも調査開始時点と 3 ヶ月後間の有意
差であった。 
 
③暴力に関する行動 
【恋人から受けた暴力体験】：有意差が見ら

れた項目は、「気が進まないのにセックス（性
行為）を強要する」(p<0.05)、「友人との付き
合いを制限、禁止する」(p<0.05)であった。
「気が進まないのに、セックス（性行為）を
強要する」は調査開始時点と 1 ヶ月後間で、
「友人との付き合いを制限、禁止する」は調
査開始時点と 1 ヶ月後、3 ヶ月後の両時点で
有意差がみられた。 
 
(4)対照群における経時的変化 
①暴力に関する知識 

調査開始時点、1 ヶ月後、3 ヶ月後の 3 時点
間において有意差が見られた項目は、「嫉妬は
パートナーへの愛情表現である」(p<0.05)、
「虐待している男性は、自分の感情を上手く
コントロールできない人である」(p<0.05)、
「本当に虐待があるのなら、パートナーと別
れることは簡単だ」(p<0.05)であった。これ
らの有意差がみられた項目について、調査開
始時点と 1 ヶ月後、3 ヶ月後の各時点間で検
定を行った結果、「嫉妬はパートナーへの愛情
表現である」は調査開始時と 1 ヶ月後、3 ヶ
月後の両時点間で、「本当に虐待があるのなら、
パートナーと別れることは簡単である」は調
査開始時点と 3 カ月後間で有意差がみられた。 
 
②暴力に関する態度 

【暴力全般】：3時点間で有意差が見られた
項目は、「自己防衛を除けば、相手を平手打ち
しても良い理由などない」(p<0.05)、「飲酒や
薬物使用中による虐待であっても、虐待した
人には暴力の責任がある」(p<0.05)であった。
「自己防衛を除けば、相手を平手打ちしても
良い理由などない」は調査開始時と 3 ヶ月後
間で、「飲酒や薬物使用中による虐待であって
も、虐待した人には暴力の責任がある」は調
査開始時と 1 ヶ月後、3 ヶ月後間の両時点間
で有意差がみられた。 

【友達が恋人から暴力を受けている場合の
対応】：有意差が見られた項目は、「暴力を受
けている友達を助けることができる」
(p<0.001)、「友達の話を聴く」(p<0.01)、「信
頼できる大人に話す」(p<0.01)、「個人の問題
なので無視する」(p<0.01)であった。「友達の
話を聴く」「信頼できる大人に話す」の項目は、
1ヶ月後、3ヶ月後とも調査開始時レベルより
低下していた。 
 
③暴力に関する行動 
【恋人から受けた暴力体験】：有意差が見ら

れた項目は、「つねる、手足をねじる、髪の毛
を引っぱる」(p<0.05)であり、調査開始時点
と 1ヶ月後間で有意差がみられた。 
 
≪考察≫ 
(1)調査開始時点の介入群、対照群の比較 
 暴力に関する知識において、調査開始時点
で介入群、対照群間で有意差がみられたのは
4項目であった。そのうち、3項目は介入群が
対照群よりも、1 項目は対照群が介入群より
も正解率が高かった。項目により正解率の高
い群が異なったことから、介入群、対照群の
いずれかの群が暴力に関する知識が高かった
集団とは言い切れないと考える。 
【暴力に関する全般的態度】は 5 項目にお

いて、【友人が暴力を受けている場合の態度】
は 3項目で、【友人が暴力を行っている場合の
態度】は 1 項目で有意差が見られ、すべて介
入群が対照群よりも態度が高かった。この理
由として、研究者の存在が考えられる。介入
群の学生にとって、研究者は在籍する大学の
教員であり、また、何人かは研究者が配偶者・
パートナー間暴力を研究していることを知っ
ていた可能性もある。このことから、無意識
のうちによりよい態度を選択していた可能性
も否めない。可能な限りバイアスがかからぬ
よう配慮したが、本調査の限界であると考え
る。 
暴力に関する行動を示す恋人から受けた暴

力体験では、2 項目で有意差がみられ、いず
れも介入群が対照群よりも暴力を受けたと答
えた者の割合が高かった。先行研究では、都
市部居住者の方が農村部の居住者よりも暴力
を受けていたと答えた者の割合が高かったと
いう報告がある。介入群の大学所在地と対照
群の大学所在地の産業分類を比較すると、農
林水産業の割合は介入群 4.7％、対照群
14.0％であったことから、介入群が対照群よ
り都市部居住者であったことが理由の一つで
はないかと考えられる。しかし、この結果に
ついては、今後、さらなる研究が必要である。 
 
(2)介入群、対照群における 3ヶ月間の変化 
①暴力に関する知識 
 介入群では対照群よりも、暴力に関する知



 

 

識が向上している項目が多かったことから、
本暴力予防教育プログラムは配偶者・パート
ナー間暴力に関する知識の向上に一定の効果
があることが示唆された。また、介入群では
教育プログラム受講後に高まった知識は 3 ヶ
月後まで維持されていたことは、注目すべき
点である。1ヶ月後、3ヶ月後の質問紙調査が
反復学習の効果をもたらした可能性も考えら
れるが、この結果を基に知識が低下する時期
を明確にし、その時期に知識を維持するため
の機会を提供することが有効ではないかと考
える。対照群においても介入群の変化よりは
小さいながらも、暴力に関する知識が高まっ
たことから、繰り返し暴力について考える機
会を提供することが、知識を向上させるため
の具体的な方法として提示できると考える。 

次に、介入群のみで有意差が見られた項目
を見ると、「パートナーを虐待するのは、相手
をコントロールしようとしている時である」
「虐待されたのは、虐待の原因となる行動や
質問をしたからである」「アルコール／薬物、
精神疾患は、虐待の原因である」「暴力を振る
うことは、暴力の被害者になる危険因子であ
る」「男性の中には、女性に暴力を振るう権利
があると信じている人がいる」「過去の暴力は、
未来の暴力を予測する」「虐待を受けている人
は、虐待を自分のせいにしている」であった。
これらの項目は、暴力の原因と誘因、パワー
とコントロール、男性から女性への暴力の実
態に関するものであり、かつ、暴力予防教育
プログラムに含まれる重要な内容であった。
これらの暴力に関する知識が向上したことか
ら、本プログラムは知識を高めるために有効
であったと考える。一方、有意差がみられな
かった項目に関しては、調査開始時点ですで
に正解率が高く、これ以上の正解率向上がみ
られなかったもの、不正解のまま 3 ヶ月間維
持したものの両者がみられた。今後はこれら
の項目を整理し、正解率が低かった項目に関
する教育内容を強化していくことが必要であ
る。 
 
②暴力に関する態度 

【暴力全般に関する態度】：介入群では、5
項目で有意差がみられた。そのうち 4 項目は
調査開始時と 1 ヶ月後間、調査開始時と 3 ヶ
月後間の両時点においても有意差が見られ、
いずれも暴力全般に関する態度が高まってい
た。一方、対照群においても 2 項目で有意差
がみられたが、1項目は態度が向上し、1項目
は低下していた。 
介入群でのみ有意に態度が向上した項目で

ある「10 代の若者は怒りやすく、叩くことを
やめられない時がある」は、質問項目で提示
した 10 代と同年代である対象者が、プログラ
ム受講により暴力に関する知識を習得し、暴
力を自分の問題として考えることができ、そ

のことが態度の向上につながったのではない
かと考えられる。また、「愛している人を叩く
のは、嫉妬のためであり問題はない」の態度
が向上したことは、非常に意味のあることで
ある。プログラム受講者は嫉妬と愛情が異な
ることを理解し、態度の向上にまでつながっ
たことは、本研究の重要な結果の一つである。
さらに、「子ども自身が直接虐待を受けていな
い限り、自身以外の家族間での暴力を目撃し
たことによる影響はない」「暴力は、家族の私
的な問題である」で変化が見られたことは、
対象者自身が暴力と家族の新たな関係性を見
出したことを示している。恋人間暴力に限ら
ず、家族、親子などの親密な関係者間で起こ
る暴力を理解する上で、家族に着目すること
は重要である。本プログラムは、暴力と家族
との関係を考えるきっかけにもなったのでは
ないかと考える。 
【友人が暴力を受けている／行っている場

合の態度】：友人が暴力を受けている場合の対
応10項目中、介入群は9項目で態度が向上し、
対照群の 3 項目と比較しても向上が著しかっ
た。また、友人が暴力を行っている場合の対
応においても同じく、介入群は 10 項目中 7項
目で向上していたが、対照群は 0 項目であっ
た。 
また、友人が暴力を受けている場合の対応

において、介入群では 1 ヶ月後に態度がいっ
たん低下するも、3 ヶ月後には再び調査開始
時レベルまで回復、またはそれ以上に向上し
ている項目が数項目みられた。この結果は、
介入 1 ヶ月後いう時期が教育において非常に
重要な時期であることを示している。態度の
低下がみられたこの時期に、態度を維持する
ための何らかの働きかけが必要であると考え
る。一方、対照群では、友人が暴力を受けて
いる、行っている場合の両態度において有意
差がみられた項目の多くは、調査開始時より
態度が低下していた。対照群で暴力に関する
態度が低下した理由については、今後、さら
なる研究が必要であると考える。 
【あなた自身が恋人に暴力を行っている／

受けている場合の対応】：介入群では、あなた
自身が恋人に暴力を行っている／受けている
場合の態度の全項目において、調査開始時よ
り 3 ヶ月後の態度が向上していた。介入群で
は態度の向上がみられた項目数が対照群より
多かったこと、自分自身の暴力に関する態度
が向上した項目が友人の暴力に関する態度の
項目数より多かったことから、本プログラム
は、対象者自身が暴力を行っている／受けて
いる場合の態度の向上を促すという特徴があ
ることが示唆された。 
また、暴力に関する知識、友人の暴力に関

する態度はプログラム実施 1 ヶ月後に向上が
みられ、そのレベルが 3 ヶ月まで維持される
項目が多かったが、自分自身の暴力に関する



 

 

態度の項目の多くは 3 ヶ月後に向上していた。
教育プログラム受講者にとって、3 ヶ月とい
う期間はパートナー間暴力について考え、そ
の考えを熟成させるための期間である可能性
がある。そして、3 ヶ月という期間を経た後
に、初めて自らの態度として定着するのでは
ないかと考えられる。今後は、自分自身の暴
力に関する態度の 3 ヶ月間の変化について、
より詳細に調査し、検証していくことが必要
であると考える。 
 
③暴力に関する行動 

本研究では、暴力に関する知識、態度と比
べると、恋人から暴力を受けた、行ったとい
う行動に変化が見られた項目は少なかった。
Prochaska は、人が行動変容しその行動が維
持されるまでには 1）無関心期：6ヶ月以内に
行動を変える気がない、2）関心期：6ヶ月以
内に行動を変える気がある、3）準備期：1ヶ
月以内に行動を変える気がある、4）実行期：
行動変容が 6ヶ月未満維持されている、5）維
持期：行動変容が 6ヶ月以上維持されている、
の 5 ステージがあり、行動変容を促すには対
象者のステージをアセスメントし、そのステ
ージに応じた教育が必要であると述べている。
また、恋人から暴力を受けている、行ってい
ると回答した者は、専門家による支援の必要
性が非常に高い対象者である。恋人間暴力の
当事者の行動を変容するには、集団を対象と
した 90 分 2回のセッションではなく、暴力の
当事者のプライバシーを配慮した個別対応に
よる支援が必要ではないかと考える。今後は、
本暴力予防教育プログラムの目標、対象者、
教育内容、方法等検討し、対象者に応じた教
育プログラムを構築していくことが必要であ
ると考える。 
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